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はじめに

国立大学協会より「平成２３年度震災復興・日本再生
支援事業」として「東日本大震災教育支援プロジェク
ト 子ども支援ボランティア」事業へ支援金を頂い
た。本事業の一環として「震災後の学校状況調査」を
実施したので、ここに報告する。

［調査の目的］
東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故
によって、福島県内の多くの学校や児童生徒が避難
し、困難な環境下での学校生活が続いている。そのよ
うな状況のなかで、福島県の未来を担う子どもたちの
豊かな成長のためには、県民と一体となった教育復興
を進めることが必要である。そのため、今後の教育復
興に求められる課題を明らかにすることを目的とし、
県内の公立小中学校に対する「震災後の学校状況調査
アンケート」を実施した。

［調査方法］
１）調査対象：福島県内の各市町村立小学校および

中学校
２）調査方法：福島県都市教育長協議会および福島県
町村教育長協議会の協力のもと、各市町村教育委
員会からアンケートの協力依頼と質問項目を全市
メールで管内の公立小中学校へ送信した。アンケ
ーとはWeb上で行い、入力された回答をもとに集
計・分析を行った。

３）調査期間：２０１１年１１月８日～２０１１年１２月１５日

［調査内容］
１１月１日現在の状況を基に、以下の内容についてア
ンケート調査（設問数：２９）を行った。
１．学校の状況（設問１～１１）
２．児童生徒の状況（設問１２～１７）
３．避難児童生徒への対応（設問１８～１９）
４．教員の状況（設問２０～２３）
５．PTAや地域との関わり（設問２４）
６．復興へ向けた取組み（設問２５～２８）

７．自由意見（設問２９）

［調査回収結果］
回答総数： ５５２校（小学校３７５校、中学校１７７校）
回 収 率：７６．１％（小学校７６．７％、中学校７５．０％）

［調査結果］
今回の報告は紙面の関係から、調査結果の一部を記
す。詳しくは、福島大学人間発達文化学類編集「福島
の教育復興へ向けて～福島の未来を支える子ども達の
ために～」をご覧頂きたい。

１．学校の状況
１）避難の状況
「避難していない学校」５１１校、「避難している学

校」３１校、「再開していない学校」５校であった。
２）児童生徒数
「避難していない学校」５１１校中、避難児童生徒を
受け入れている学校―３６１校、受け入れている児童生
徒数―３６３１名であった。相双地区からの転出児童生徒
数―３８８７名、避難していない学校からの転出児童生徒
数―４０９９名であった。

２．児童生徒の状況
�）体力
「避難している学校」はもちろんのことであるが、
「避難していない学校」でも比較的放射線量が高い地
域（県北、県中、相双、いわき）では「大いに課題と
なる変化が見られる」「課題となる変化が見られる」
の回答が多い。
２）健康
「避難していない学校」中、比較的放射線量が高い
地域において２０～３０％が「課題となる変化が見られ
る」と回答している。相双地区では、「課題となる変
化が見られる」が４５．０％にあがる。
３）学力
「避難していない学校」では、「特に変化ない」が
大部分を占めるが、「避難している学校」では「大い
に課題となる変化が見られる」「課題となる変化が見
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られる」は２５．８％になる。

３．避難児童生徒への対応
１）避難児童生徒への指導
避難児童生徒を受け入れている学校では、「特段の
指導していない」が８３．３％であり、「特別の指導をし
ている」は１４．９％である。「避難している学校」では、
「特別の指導をしている」は４８．４％になる。

４．教員の状況
１）仕事量の変化
避難児童生徒を受け入れ、比較的放射線量が高い地
域では８０％以上の学校が「増加した」と回答している。
増加した仕事内容な、「児童生徒への対応」「除染等
の放射線物質への対応」「保護者への対応」が多い。

５．PTAや地域との関わり
１）地域からの要望
８６．９％が放射線関連の内容（除染、食品の安全、課
外活動への配慮など）であった。

２）地域の協力
６３．８％が除染、放射測定であった。その他に、学校
行事や地域行事への参加、避難所対応、避難児童への
支援、放射線関連の講演などであった。

６．復興へ向けた取組み
１）今後強化する必要があると思われる教育内容
「防災・安全教育」「健康教育」の回答数が多く、
「奉仕活動・ボランティア教育」が続いた。
２）学校や学校教育に必要な条件整備
「環境放射線の低減」が多く、小学校の８７．７％、中
学校の８１．７％であった。「学校施設の整備」は、小学
校の６４．３％、中学校の６８．０％であった。

７．自由意見
略
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食の安全・農業再生プロジェクト

福島大学地域ブランド戦略研究所所長（経済経営学類 教授） 西 川 和 明

当プロジェクトは昨年４月にスタートしたが、その
目的は、東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の
事故によって風評被害を受けている本県産農産物が、
安全で信頼される農産物を消費していただくために
は、なによりも農産物の正確な情報を生産から流通、
そして消費にいたるまで迅速に提供し、その安全を保
証することが必要であるとの認識により実施されてい
るものである。
本研究事業においては、４つの項目でプロジェクト
を推進することとしているが、ここではそれぞれの項
目についてこれまでの取り組みの成果について報告し
たい。

１．４つの項目によるプロジェクトの実施

�緊急対応と積極的情報公開
震災直後からこれまでの取り組みをもとに、耕地土
壌の放射線レベルの正確な分布計測、農産物の放射線
量管理を継続的に実施して、Webやスマートフォンを
利用した食の安全・信頼を保証する情報公開システム
の構築により、緊急対応型流通モデルの構築・確立を
目指す。

�除染・無放射能化と安全・信頼農業
地域の農業従事者、福島県農業総合センターと連携
しながら、土壌の放射性物質の低減・無放射能化対策
と連動させて耕作法の工夫、および農作物への移行係
数についても検討した生産計画を行う。農産物の放射
性物質が検知されない（NDレベル）、安全性の高い農
産物の生産・流通モデルの構築を目指す。

�防御、信頼とさらなる付加価値を実現する未来型農業
地域の自然と農業生産者の英知にはぐまれ醸成され
た土壌を中心に据え、さらなる厳しい放射線管理をも
とにした営農と、先進的ポット栽培の可能性など施設
型農業に関する技術や経営管理などについても総合的
に調査する。若者たちにも夢を持てる福島県農業の未
来を切り拓くために、農業高校や農業短期大学校の学
生と共同で、放射線除去後の高度土壌栽培技術や季節
感の先取りなどの付加価値創出を目指した施設型農業

による栽培などについて実験・開発を行う。

�地域をはぐくみ、地域に支えられる農業
消費者の「食の安全・信頼」に関する正確な理解を
図るために、現在の農耕地および農産物の放射線レベ
ルに関わる正確な理解のための情報提供ばかりでな
く、農業関係者および農業研究機関の取り組みや流通
関係企業の取り組みについても情報を提供しながら相
互理解を図る。このために、シンポジウム「ふくしま
の食の安全と持続的農業」を開催する。

２．成果

紙面の都合ですべての成果を掲載することが不可能
なので、マーケティングにおける成果についてご紹介
したい。
当研究所では平成２２年６月から、農家を組織化して
商標登録済みの�フルーツ・マイスター�のブランド
でマーケティング支援を行っている。下記は平成２４年
度の取り組みを小秋したものである。

�出荷における風評被害対策
①年間一括受注方式によるマーケティングの試行
福島の果物生産においては�青森のリンゴ�とか

�山梨の桃�といった全国一のものはないが、当研究所
では春を除く１年間にサクランボからリンゴまで様々
な果物が生産されているという特徴を活かし複数の農
家を集めることで年間を通した注文がとれないかと考
え、農家の連携活動を進めてきた。この狙いは成功
し、下記は通信販売における客からの１枚の注文ハガ
キの写しであるが、６月のサクランボから１１月のリン
ゴまで満遍なく１０もの注文を寄せる客もいるというよ
うな成果があった。
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２４年度においては放射性物質による汚染の不安が
あったため専門機関による検査を受けることで安全な
ものを出荷することとし、下記のような安全対策を行
うことで販売促進活動を行っている。
①放射性物質に関する専門機関による検査
フルーツマイスタークラブ加盟の農家による共
同検査を実施する。
②共同のマーケティング活動
・首都圏における新聞折り込み広告
・インターネットよる広告
・ダイレクトメール
③共通メッセージの添付
共通のブランドであることをメッセージとして
伝える

２４年度（下図では２０１２年度）は前述した通り年間一
括受注を行った結果、客単価が３０％アップしている
（下図参照）。つまり、２３年度（２０１１年度）の注文用
紙には９月収穫のぶどうまでしか記載していなかった
が、今回はさらにその後に収穫されるラフランス、り
んごなどを追加して品目のバラエティを前年度の６か
ら８に増やしたことが要因となっている。年間一括注
文の成果が一層現れているということができる。
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図１ 更新したEDS検出器

カルデラ形成噴火の発生時期と
海水準変動に伴う地殻内応力の変化との関係

研究代表者 共生システム理工学類（生命・環境学系） 長 橋 良 隆

１．研究の目的と方法

この研究は、平成２１～２３年度・科学研究費補助金
（基盤研究�）を得て実施した。研究組織は、研究代
表者１名と、連携研究者１名である。
カルデラとは、大量のマグマが噴出することによっ
てできた巨大な凹地である。カルデラを形成するよう
な巨大噴火では、必ずといって良いほど日本全域を覆
うような広域テフラ（火山灰）層が形成される。湖底
堆積物や海底堆積物は、このようなテフラ層を良好な
状態で保存しているため、カルデラ形成噴火の時期と
規模を長期にわたって高精度で明らかにすることがで
きる。
そのために、カルデラ形成に起因する九州の大規模
火砕流堆積物や海底堆積物コアに挟まる広域テフラ層
の層序学的・岩石学的研究を行った。テフラ層の岩石
学的検討からは、給源火山もしくは給源火山地域を推
定することができる。また、給源火砕流堆積物の年代
測定を行い、堆積物コアの年代モデルとあわせて、第
四紀の爆発的火山噴火史を構築する。
本研究で明らかになる分析成果のうち、系統的に明
らかにするものは、テフラ層や火砕流堆積物に含まれ
る火山ガラスの主成分元素組成である。これには、エ
ネルギー分散型EPMA（SEM-EDS）を用いるが、分
析装置や研究機関により分析値に差異があることが問
題とされていた。我々は主成分元素組成の異なる火山
ガラスを６種類準備し、それを蛍光X線分析装置と
SEM-EDSの両方で分析し、蛍光X線分析の分析値を
真の値とみなして、EDSによる分析値を補正する方
法を提案している（長橋ほか，２００３，第四紀研究）。こ
の方法を適用すれば、分析装置・分析条件が異なる場
合でも、EDS分析結果を直接比較しうる値に補正で
きることを確認している。したがって本研究による
EDS分析結果は、他と比較する際の標準となる分析
結果を提供できる。

２．研究成果の概要

�EDS分析システムの更新と調整
本研究経費で更新したEDSシステム（図１）では、
当初の計画通りSEMのステージを自動制御のうえ、
EDS分析を自動で行うことが可能になった。ただし、
取り付けるSEM本体が古いため、インターフェース
を特注することになった。ステージ移動の機械精度に
限界があり、１０�程度の誤差があるが、細粒砂程度の
火山ガラスや鉱物については問題なく自動分析が行え
る。また、分析結果についても、標準としている鉱物
や火山ガラスを多数分析し、従来以上に精度良くまた
短時間で分析できることを確認した。よって、テフラ
層についての岩石学的分析を効率的に進めることがで
きるようになった。

�九州の鮮新世から中期更新世火砕流堆積物の岩石学
的特徴
大分県・宮崎県・鹿児島県の鮮新世～中期更新世の
火砕流堆積物について、合計８５試料を採取した。これ
らの試料は非溶結試料と溶結試料があり、非溶結試料
は軽石と火山灰に分けて分析の前処理を行った。非溶
結の火砕流堆積物試料については、SEM-EDSによる
火山ガラスの主成分元素組成を明らかにした。その結
果、南九州のものは中カリウム系列に、中部九州のも
のは高カリウム系列に属することが分かった（図２）。
また、火砕流堆積物の年代測定は、鹿児島県の鮮新世
～中期更新世の火砕流堆積物４試料に対して、フィッ
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図２ 九州における鮮新世から中期更新世火砕流
堆積物の火山ガラス主元素組成

図３ 火山ガラスの２次電子線像

ション・トラック年代測定を行った。さらに、これと
同一の１試料と宮崎県の中期更新世火砕流堆積物の１
試料の合計２試料について、K-Ar年代測定を行った。
以上述べた火砕流堆積物は遠方に拡散した広域テフ
ラ層を形成した可能性が高く、大阪地域や房総半島な
どの鮮新・更新統や海底堆積物コア中において広域テ
フラ層を同定するための参照標準（岩石学的特性およ
び年代）として重要である。

�日本海の海底堆積物コアに挟まるテフラ層の岩石学
的特徴
日本海の海底堆積物コアに挟まるテフラ層について
は、鳥取沖の過去６４万年間のコア（MD０１－２４０７：
Chun et al., ２００４；Kido et al., ２００７）に挟まる２２層の
テフラ層についてSEM-EDS分析を行った。テフラ試
料は、韓国の研究協力者から提供していただいた。既
に公表されているATや Aso－４などの広域テフラ層
の同定を再確認するとともに、陸域の広域テフラ層と
の対比が未だなされていない試料についても分析結果
を得た。その他にも、連携研究者からは、日本海の海
底堆積物コア試料の後期更新世から完新世のテフラ試
料の提供を受けた。そのうちの３７試料についてSEM-
EDS分析を行い、８カ所のコア試料間におけるテフ
ラ対比を構築した。
以上の分析結果を含む研究は検討途上であるが、日
本海海底堆積物コアにおける過去６４万年間の広域テフ
ラ層の層序と陸域の広域テフラ層との対比について新
たな知見が得られる見通しを得た。また、日本海の後
期更新世から完新世のテフラ層序とその編年学的研究
を進めることにより、カルデラ形成噴火だけでなく、
プリニー式噴火によるテフラ層と海水準変動との関係
を詳しく検討できる。

�南海トラフ・リファレンスサイトのテフラ層の層序
と岩石学的特徴
２０１０年１２月１３日～２０１１年１月１０日に、IODPちきゅ
うExp．３３３研究航海に乗船研究者として参加した。こ
の研究航海では紀伊半島沖南海トラフの３サイトでコ
ア試料を採取した。このうちSites C００１１とC００１２は、
南海トラフ掘削計画において、沈み込む前の物質の年
代・物性・組成を知るリファレンス（インプットサイ
ト）として位置づけられている。また、Site C００１８は
深海斜面において海底地すべり堆積物の採取を目的と
して実施した。
３サイトから採取した合計３５６個のテフラ試料（C

００１８：８８試料、C００１１：１８８試料、C００１２：８０試料）に
ついて、卓上走査電子顕微鏡による火山ガラスの形態
撮影（図３）、SEM-EDSによる火山ガラスと斜方輝
石・角閃石の主成分元素組成分析を行った。これらテ
フラ層のデータの整理を行い、標準層序となるC００１１
サイトのテフラ層と陸域の広域テフラ層との対比につ
いて検討した。

その結果、船上で対比したアズキ火山灰層・ピンク
火山灰層と太田火山灰層以外に、２０層のテフラ層が大
阪層群・古琵琶湖層群・東海層群・上総層群のテフラ
層と対比されることが分かった。また、爆発的噴火史
の観点では、火山ガラスの主元素組成において高シリ
カ・低カリウム組成のテフラ層が比較的多く挟まるこ
とが明らかになった（図４）。これは、陸域のテフラ
層ではあまり知られていない特徴であり、おそらく伊
豆－マリアナ弧起源のテフラ層と考えられる。C００１１
コア試料は過去約８００万年間のテフラ層を保存してお
り、今後、他のテフラ層と合わせて、その年代と頻度
を明らかにすることにより、西南日本のカルデラ火山
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図４ 南海トラフ・C００１１コアに挟まるテフラ層の火
山ガラス主元素組成Maは１００万年前を表す。

や伊豆―マリアナ弧の火山の爆発的噴火史を検討する
ことができる。

３．おわりに

以上述べた研究成果と近畿地方のテフラ層の層序・
岩石学的特性と広域テフラ層の編年から、過去１２０万
年間に九州のカルデラ形成に関与した広域テフラ層が
２６層あること、東北のカルデラ形成に関与した広域テ
フラ層が５層あることが判明した（図５）。しかもこ
れらの広域テフラ層は相対的な低海水準期に多く挟ま
る。第四紀にわたってカルデラ形成噴火の層準と海水
準変動曲線との対応を精確に明らかにすることによ
り、広域テフラ層の時間指標層としての活用だけでな
く、カルデラ形成噴火の規則性の検討および将来予測
に資することが可能となる。

１０６ 大型研究成果



図５ 近畿地方のテフラ層序に基づくカルデラ形成噴火の給源地域とその層位的位置
図は左から順に、年代（１Ma＝１００万年前）、古地磁気層序、酸素同位体比曲線、大
阪層群の岩相層序（ここでのMaは海成粘土層を表す）と給源地域別のテフラ層の名
称を表す。
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